
13　ユーロ圏 Euro Area

 
＜2007年＞

人口 為替制度 変動相場制

通貨  

一人当たりＧＤＰ 35,199ドル

産業構造(ＧＤＰ構成比) １次産業 1.9％ 面積 249.6万k㎡ (日本の約6.6倍)

　

２次産業

３次産業

26.9％

71.1％

３億1,840万人
(日本の約2.5倍)

ユーロ圏：通貨「ユーロ」を使用する経済通貨同盟
　　　　 （ＥＭＵ)に参加する欧州15か国で構成。
         （ドイツ、フランス、イタリア、オランダ、ベルギー、
            ルクセンブルク、スペイン、ポルトガル、ギリシャ、
            オーストリア、アイルランド、フィンランド、スロベ
            ニア(07年～）、キプロス・マルタ（08年～））

ユーロ
１米ドル＝1.27ユーロ
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（備考）ＧＤＰは1996年以降は15カ国ベース（2000年価格）、95年以前は12カ国ベース（1995年価格）のもので接続した。
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<ユーロ圏経済のこれまで>

 

＜2008年の経済＞ 

2008年の経済成長率は１％程度となる見込みである（欧州委員会の見通し1.2 ％(08年11月時

点)、民間機関24社の平均1.0％（08年12月時点）、いずれも前回見通し（08年05月）に比べて下

方修正されている）。 

サブプライム住宅ローン問題に端を発する国際的な金融資本市場の混乱により、ユーロ圏の

景気は弱含んでいたが、08年４～６月期、７～９月期と２四半期連続で経済成長率が前期比マ

イナスとなり、景気は後退局面にあることが確認された。景気が悪化した背景としては、（１）

住宅バブルの崩壊、（２）消費の冷え込み、（３）輸出の減速といった要因が挙げられるが、特

に９月半ばの世界的な金融危機以降は、信用収縮や世界的な需要の冷え込みにより、景気は一

段と悪化している。 

受注の減少や業況の急速な悪化等から企業は投資を手控え、製造業では減産の動きも広がっ

ている。08年秋まで高い物価上昇率となったことなどから実質賃金上昇率は伸び悩んでおり、

景気の先行きや雇用情勢の悪化、株安による金融資産の目減り等もあって家計は貯蓄性向を高

めている。景気後退下でも低下が続いていた失業率は、08年半ばには下げ止まり、悪化に転じ

ている。通貨ユーロは08年夏頃までおおむね増価傾向で推移していたものの、金融危機後は主

要通貨に対し減価、名目実効為替レートでみて年初から約５％減価している。 



97～06年 2007年
欧州委員会 ＩＭＦ 欧州委員会 ＩＭＦ

実質ＧＤＰ 前年比％ 2.3 2.6 1.2 1.2* 0.1 ▲0.5* 実質GDP
  個人消費 同上 2.1 1.6 0.5 0.3 0.4 ▲ 0.1 2008年
  固定投資 同上 3.1 4.2 1.2 2.2 ▲ 2.6 ▲ 0.6 平均 1.0
鉱工業生産 同上 2.3 3.5 ― ― ― ― 最大 1.2
消費者物価 同上 1.9 2.1 3.5 3.5 2.2 1.9 最小 0.9
失業率 ％ 8.9 7.4 7.6 7.6 8.4 8.3
経常収支 億ユーロ 378 ― ― ― ― 2009年

(ＧＤＰ比) ％ (0.4) (▲ 0.3) (▲ 0.5) (▲ 0.1) (▲ 0.4) 平均 ▲ 0.6
財政収支 億ユーロ ▲ 570 ― ― ― ― 最大 0.2

(ＧＤＰ比,年度) ％ (▲ 1.5) (▲ 1.3) (▲ 1.5) (▲ 1.8) (▲ 2.0) 最小 ▲ 1.0
政府債務残高 億ユーロ 59,205 ― ― ― ―

(ＧＤＰ比,年末) ％ ( 68.6) ( 66.6) ( 69.9) ( 67.2) ( 70.6)

（備考）欧州委員会、ユーロスタット、ＩＭＦによる。欧州委員会は“Economic Forecasts”（2008年11月）、IＭＦは“World Economic
         Outlook”　(2008年10月)による。ただし、*印はＩＭＦ“World Economic Outlook Update(2008年11月）による。

（24社）

ユーロ圏の主要経済指標
民間機関
見通し

2008年見通し 2009年見通し

 
＜2009年の経済見通し＞ 

2009年の経済成長率は、マイナス成長となる見込みである（欧州委員会0.1％（08年11月時点）、

ＩＭＦ▲0.5％（08年11月時点）、民間機関24社の平均▲0.6％（08年12月時点）といずれも前回

見通し（08年春）から下方修正）。金融危機の深刻化による信用収縮、雇用・所得環境の悪化、

住宅バブル崩壊に伴う逆資産効果等により、消費、投資といった内需の柱は低迷が続くと見込

まれ、輸出先の需要減退から、外需の伸びも低調なものとなると考えられる。09年中に金融危

機の影響が収束すると仮定すると、09年後半頃に緩やかな持ち直しの動きが現れると予想され

る。 

上方リスクとしては、物価下落による個人消費の回復、アメリカ及び世界経済の早期回復、

財政政策による景気の下支え等が考えられるものの、リスクの多くは下方に偏っているとみら

れる。すなわち、金融危機の長期化・深刻化、金融機関の隠れた不良資産の顕在化、住宅市場

の調整の長期化、輸出先の景気回復の遅れなどが懸念され、これらが顕在化した場合、ユーロ

圏の景気後退は長期化・深刻化すると予想される。 

 

＜財政金融政策の動向＞ 

08年９月半ば以降、銀行間金利や信用リスクの急速な上昇から短期金融市場が機能不全に陥

り、資金繰りに窮し経営が悪化する金融機関が相次いだ。また、10月以降金融危機は深刻化し、

実体経済へも急速に波及しているため、財政金融政策による対応が発動されている。 

財政をみると、欧州委員会及び各国政府は金融機関の救済を含む金融システム安定化策や経

済対策を発表しており、今後財政収支の悪化が予想される。このため、安定成長協定における

財政規律（財政赤字のＧＤＰ比３％以内）は、10月の欧州理事会において「現在の例外的な状

況」を反映した形で適用されることが確認されている。なお、12月にはＥＵ全体で総額2,000

億ユーロ規模の経済対策（ＥＵ予算：300億ユーロ、各国予算：1,700億ユーロ）を行うことが

合意されている。 

金融政策をみると、05年12月から08年７月にかけて金融引締めを行った欧州中央銀行（ＥＣ

Ｂ）は、08年秋以降、消費者物価上昇率の急速な鈍化や金融危機による景気後退を受けて、大

幅な金融緩和に転じている。10月には他の主要国中央銀行と協調して0.5％の利下げを行い、そ

の後、11月にも0.5％、さらに、12月４日には99年のＥＣＢ設立以来最大の下げ幅となる0.75％

の利下げを行い、３か月の間に累計1.75％の利下げを実施している。 


